
ほくよう
調査レポート

2018

10

No.267

●道内経済の動き

●２０１８年度北海道経済の見通し＜改訂＞

●そのアイデアの実現を北大と！
―北海道大学が目指す新たな地域企業との協働―

●経済コラム 北斗星
近くて遠い外国・サハリン

ほくよう調査レポート 2018.10月号（No.267）
平成30年（2018年）9月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞

　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２６７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／表紙　コート／北洋銀行　４Ｃ  2018.09.20 14.48.52  Page 1 



● 目 次 ● 道内経済の動き………………………………………………１

２０１８年度北海道経済の見通し＜改訂＞……………………６

経営のアドバイス：そのアイデアの実現を北大と！
―北海道大学が目指す新たな地域企
業との協働―………………………１５

経済コラム 北斗星：近くて遠い外国・サハリン………２２

主要経済指標…………………………………………………２３

ｏ．２６７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　表２　目次  2018.09.20 14.49.04  Page 44 



道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きに足踏みが見られる。需

要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。

住宅投資は前年下回りが続いている。設備投資は基調として持ち直している。公共投資は、

減少している。輸出は、持ち直し基調が続いている。観光は、外国人入国者数が好調を維持

している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を上回った。消費者

物価は、２０か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．８ポイン

ト上回る４７．７と２か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を７か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．３ポイント上回る５１．５となり、横ばいを

示す５０を３か月連続で上回った。

７月の鉱工業生産指数は（９６．０季節調整済

指数、前月比▲０．６％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では＋０．８％と２か

月ぶりに上昇した。

業種別では、一般機械工業、食料品工業、

窯業・土石製品工業など１０業種が前月比低

下、石油・石炭製品工業、金属製品工業など

６業種が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～４か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～３か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．４％）は、２か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３．６％）は、その他以外

の品目が前年を下回った。スーパー（同

＋０．５％）は、２か月連続で前年を上回っ

た。品目別では衣料品、身の回り品、その他

は前年を下回ったものの、飲食料品は前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．３％）

は、９か月ぶりに前年を下回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１７，１６４台

（前年比＋２．８％）と４か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋６．６％）、

小型車（同＋０．７％）軽乗用車（同＋１．４％）

と全車種で前年を上回った。

４～７月累計では、６３，６７６台（前年比

▲３．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲７．１％）、小型車（同▲３．３％）が

前年を下回り、軽乗用車（同＋１．０％）が前

年を上回っている。

７月の札幌ドームへの来場者数は、３２２千

人（前年比＋８．２％）と３か月ぶりに前年を

上回った。内訳は、プロ野球２４２千人（同

＋３７．７％）、サッカーの開催はなく、その他

が８０千人（同＋６．０％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

%千㎡

製造業 非製造業

-100

-50

0

200

150

100

50

0

50

100

150

300

250

200

7654322018/1121110982017/7

前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～４か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

７月の住宅着工数は３，５４２戸（前年比

▲１．５％）と４か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲２．３％）、貸家

（同＋１．７％）、給与（同＋４．２％）、分譲（同

▲１３．５％）となった。

４～７月累計では１４，１０６戸（前年比

▲４．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋０．８％）、貸家（同▲４．５％）、

給与（同▲６．６％）、分譲（同▲２０．６％）と持

家を除いて減少している。

７月の民間非居住用建築物着工面積は、

１９７，２３６㎡（前年比▲１０．３％）と３か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋３９．３％）、非製造業（同▲１４．７％）であっ

た。

４～７月累計では、７５８，７７２㎡（前年比

▲１３．４％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲２２．１％）、非製造業（同

▲１２．３％）といずれも前年を下回っている。

８月の公共工事請負金額は、６６８億円（前

年比▲６．９％）と４か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人同＋１１．９％）、

その他（同＋１．１％）が前年を上回ったが、

国（同▲７．６％）、北海道（同▲９．２％）市町

村（同▲６．３％）、地方公社（同▲３９．５％）が

前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２６か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が４か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，３００千人（前年▲１．０％）と２か月ぶり

に前年を下回った。輸送機関別では、JR

（同▲１１．６％）、航空機（同▲０．１％）、フェ

リー（同▲１．１％）全ての輸送機関で前年を

下回った。

４～７月累計では、４，６１５千人（同＋０．１％）

と前年を上回っている。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１９７，７２７人（前年比＋１１．４％）と２６か月

連続で前年を上回った。４～７月累計では、

６００，５０２人（同＋２０．１）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１８０，９３６

（前年比＋１５．９％）、旭川空港が５，６０６人（同

▲３２．９％）、函館空港が８，８１２人（同▲６．１％）

だった。

７月の貿易額は、輸出が前年比１．２％減の

３１９億円、輸入が同１０．４％増の１，０１４億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、船舶、鉄鋼くず

などが減少した。

輸入は、石油製品、肥料、一般機械などが

増加した。

輸出は、４～７月累計では１，３２８億円（前

年比＋７．５％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は７か月ぶりに増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～２０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．０７ポイント）と１０２

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋６．６％と４か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療、福

祉（同＋１２．３％）、建設業（同＋１８．７％）、

サービス業（同＋１２．２％）など前年を上回っ

たが、宿泊、飲食サービス業（同▲７．４％）、

情報通信業（同▲２．６％）、などが減少した。

８月の企業倒産は、件数が１８件（前年比

＋１２．５％）、負債総額が１５．６億円（同

▲２９．６％）だった。件数は７か月ぶりに上

回った。

業種別ではサービス業・他が４件、建設

業、製造業、小売業が各３件などとなった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．２（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋１．９％と、２０か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、８月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格は

調査基準日（８月１０日）時点で灯油価格は値

上がりし、ガソリン価格は同一となってい

る。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2018年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(７月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2016年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、緩やかに回復している。個人消費は緩やかに持ち直している。

設備投資は足元堅調に推移している。住宅投資、公共投資は弱含んでいる。この間、景

況感の現状判断には一服感がみられる。

２０１８年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、エネルギー価格上昇

が引き続き消費者マインド改善の重石となるものの、雇用・所得環境の改善が下支えし

底堅く推移しよう。住宅投資は、供給過剰感や金融環境の変化などから貸家の減速が続

き前年を下回ろう。設備投資は、ホテルを中心とした建設投資が牽引し前年を上回ろ

う。公共投資は、前年の台風復旧工事増の反動から、前年を下回ろう。国内・海外経済

の回復や外国人観光客の入り込み増加を背景に、移輸出は増加しよう。この結果、実質

経済成長率は０．５％（２０１７年度０．９％）、名目経済成長率は１．５％（同０．９％）となろう。

２０１８年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約

（注）平成２３年暦年基準に基づいて算定した道内総生産（支出側）のみを公表しています。

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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１．２０１８年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は４～６月期の国内総生産

（四半期別GDP・１次速報値）が前期比０．５％

増（年率＋１．９％）となるなど、景気は緩や

かに回復している（図表１）。人手不足を背

景とした雇用環境改善や賃上げによる所得環

境の改善により個人消費は持ち直している。

住宅投資は貸家に一服感がみられ弱含みと

なっている。民間企業設備は好調な企業業績

を背景に増加している。輸出は増加基調が続

いている。

先行きについて、個人消費は、雇用・所得

環境の改善を背景に、緩やかに持ち直そう。

住宅投資は、低水準の住宅ローン金利の下支

えや年度後半からの消費税増税を見据えた駆

込み需要が見込まれるものの、貸家の減速が

続き弱含みで推移しよう。設備投資は、海外

経済の回復や高水準の企業収益、人手不足を

背景として、緩やかに増加しよう。公共投資

は、２０１７年度補正予算の押し上げ効果が剥落

し、緩やかに減少しよう。輸出は、海外経済

の回復が続くことが見込まれ、持ち直しが続

こう。

これらのことから国内経済は、緩やかな回

復が続くものとみられる。もっとも、米政権

の保護主義的な通商政策の進展によっては、

先行きの不透明感の高まりから設備投資の先

送りが拡がる懸念があることや、堅調な輸出

に悪影響が生ずることには注意が必要であ

る。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、緩やかに回復してい

る。個人消費は、雇用・所得環境の改善を背

景に緩やかに持ち直している。設備投資は足

元堅調に推移している。住宅投資や公共投資

は弱含みで推移している。内閣府が発表した

本年７月の『景気ウォッチャー調査』では、

北海道の景気の現状判断DIは長雨の影響な

どにより６月から０．９ポイント低下し４６．９と

なった。また、景気の先行き判断DIは６月か

ら０．９ポイント低下の５０．２となっている（図

表２）。一方、当行が５月から６月にかけて

行った『道内景気に関する調査』においては、

「景気判断DI （回復と回答した企業の割合―

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報２０１７年４‐６月期・１次速報）」 （資料：内閣府）

２０１８年度北海道経済の見通し

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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悪化と回答した企業の割合）」は、＋４と２

年連続プラス水準となっている（図表３）。

今後を展望すると、個人消費は、雇用・所

得環境の改善から緩やかな持ち直しが続こ

う。住宅投資は、供給過剰感や金融環境の変

化などによって貸家への投資マインドが後退

しており、弱含みで推移しよう。設備投資

は、ホテルなどの観光関連投資や空港関連投

資、再開発事業の進行、エネルギー部門など

の大型投資により増加しよう。公共投資は、

災害復旧関連工事の反動減により減少しよ

う。観光関連では、北海道新幹線開業効果に

一服感がみられるものの、外国人観光客の増

勢が続き、好調を維持しよう。

物価の動向をみると、産油国の減産調整後

の原油価格上昇がエネルギー価格を押上げ

し、消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）

は２０１６年１２月以降前年を上回る月が続いてい

る（図表４）。

物価の先行きを展望すると、原油価格が海

外経済の回復や産油国の減産調整、中東情勢

の不安定化などに伴い上昇基調にあることや

（図表５）、既往の為替相場の円安方向への動

きが価格上昇圧力を高める方向に作用するこ

とで、諸物価は徐々に上昇しよう。もっと

も、個人消費の改善ペースが緩やかである中

で、物価上昇ペースは緩慢なものにとどまろ

う。

以上のような経済状況を勘案すると、２０１８

年度の道内経済成長率は実質成長率０．５％

（２０１７年度０．９％）、名目成長率１．５％（同

０．９％）となり、４年連続のプラス成長とな

ろう。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、乗用車新車販売台数

図表４ 消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

（資料：総務省、北海道）

図表３ 図表５景気判断DIの推移 原油価格の推移

（資料：北洋銀行） （資料：IMF）

２０１８年度北海道経済の見通し

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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は需要に弱さがみられるが、百貨店・スー

パーやコンビニエンスストア、家電大型専門

店、ドラッグストアなど幅広い業態で、販売

額は前年を上回って推移しており、個人消費

関連指標は底堅い動きが続いている（図表

６、７）。

もっとも、外国人観光客への販売額が実績

に含まれていることには留意が必要である。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が２月から３

月にかけて行った『雇用動向に関する調査』

において、雇用の過不足感を示す「雇用人員

判断DI（過剰企業割合―不足企業割合）」は

△５５と、２０１０年から９年連続の低下となり、

バブル期ピーク（１９９１年△４９）を超える結果

となっている（図表８、９）。企業の人手不

足感が一段と強まる中で、有効求人倍率は７

年以上にわたって前年を上回っているほか、

新規求人数も、依然としてパート従業員の求

人が３割程度を占めているものの増加が続い

ている。これらの動きを受けて、雇用者数も

増加傾向にあり、雇用環境は今後も改善が続

こう（図表１０）。

所得環境については、当行が５月から６月

にかけて行った『賃金動向に関する調査』に

おいても、今年度、定期給与（基本給・諸手

当等）を引上げ予定の企業は７７％と前年比４

ポイント上回っている。一方、特別給与（賞

（項目） 全産業 製造業 非製造業

過剰 ２ １ ２

適正である ４１ ５４ ３６

不足 ５７ ４５ ６２

雇用人員判断DI ▲５５ ▲４４ ▲６０

（前年同時期） ▲４２ ▲２５ ▲４７

雇用人員判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足と
した企業の割合」

図表６ 図表８大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

雇用人員判断DIの推移

（資料：北海道経済産業局） （資料：北洋銀行）

図表７ 図表９乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

業種別の人員過不足感

（資料：㈳日本自動車販売協会連合会、㈳全国軽自動車協会連合会） （資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」）

２０１８年度北海道経済の見通し

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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与・期末手当等）を引上げ予定の企業は２４％

（前年比１ポイント低下）と前年並みを確保

している（図表１１）。また、最低賃金も引き

上げが見込まれ（２０１８年１０月以降道内最低賃

金は８１０円／時から８３５円／時）、雇用者数増

加と相まって、道内の雇用者報酬は増加が続

こう。

以上のように、雇用・所得環境は今後も改

善が見込まれるが、原油高に伴いエネルギー

価格が高止まりしていることや、天候不順に

よる生鮮食品価格の変動が消費マインドの重

石になることが懸念される。加えて、個人消

費を押し上げてきた、自動車などの買い替え

需要も前年の反動から効果が徐々に剥落しよ

う。

総じて見れば、雇用・所得環境の改善が下

支えとなり、個人消費は底堅く推移しよう。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．７％、名目成長率１．７％となろう。

（２）政府最終消費支出

２０１５年国勢調査において、北海道の高齢者

（６５歳以上）人口は前回調査（２０１０年）に比

べ１４．８％増加、総人口に占める割合は２４．７％

から２９．１％へ４．４ポイント上昇と、高齢化が

一段と進んでいる。政府最終消費支出の４割

を占める現物社会給付（医療・介護）につい

ては、２０１８年度の診療報酬改定により全体で

前年比１．１９％低下しているが、高齢者の増加

に伴い医療・介護費用は増加が見込まれる。

また、本年８月人事院は、２０１８年度の国家

公務員給与について月例給０．１６％、ボーナス

０．０５カ月の引き上げを勧告した。これを受

け、地方公務員給与についても２０１８年度引き

上げが見込まれるものの、対象となる公務員

の年齢別階層構成の変化が給与引き上げ効果

を減殺し、雇用者報酬全体でみれば前年比横

ばい程度に止まろう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．７％、名目成長率１．０％となろう。

（３）住宅投資

２０１８年４～６月の新設住宅着工戸数は、前

年比▲５．７％と前年を下回る水準で推移して

いる。特に貸家（前年比▲６．３％）、分譲マン

ション（▲５２．２％）が大きく減少している。

図表１０ 雇用者数の推移（北海道）

（資料：総務省、北海道「労働力調査」）

図表１１ 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：北洋銀行）

２０１８年度北海道経済の見通し
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２０１８年度について住宅投資を利用目的別に

展望すると、貸家は、ここ数年相続税対策な

どを背景とした建設拡大により供給過剰感が

みられることや、金融環境の変化などによっ

て減速が続くことが見込まれる。持家および

分譲戸建は、所得環境の改善や低金利に支え

られることや（本年７月末に日銀金融政策決

定会合が開催され、金融政策の変更が決定さ

れたが、金融緩和継続が打ち出されており住

宅ローン金利の大幅上昇は見込まれない）、

２０１９年１０月に予定されている消費税増税に伴

う駆け込み需要も見込まれることから、前年

を幾分上回ろう。分譲マンションは、札幌市

の再開発事業に伴う物件や相対的に価格の低

い札幌市中央区以外での着工増加が見込まれ

るが、価格上昇が重石になり着工数は前年を

幾分下回ろう。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持

家が１１，５８１戸、貸家が１９，５７８戸、分譲が

４，１０２戸（分譲マンション１，８５９戸、分譲戸建

２，２４３戸）、給与（社宅）が４３９戸、合計

３５，７００戸となり、２０１７年度実績（３７，０６２戸）

を１，３６２戸下回ろう。（図表１２）

この結果、住宅投資は、実質成長率▲

２．１％、名目成長率▲０．８％となろう。

（４）設備投資

２０１８年４～６月累計の民間非居住用建築物

の工事費予定額は、前年を１２．７％上回り堅調

に推移している（図表１３）。道外客・外国人

客の増加に対応したホテルの新築・改装が相

次いでいるなど、北海道の主力産業である観

光関連業種での設備投資がみられるほか、空

港関連投資や乳製品工場の建設などが進んで

いる。また、札幌市をはじめ道内中核都市で

複数の再開発事業が進行中であり、エネル

ギー部門では、再生可能エネルギー利用を目

的とした大型投資もみられる（図表１４）。

２０１８年度を展望すると、２０１８年６月に日本

政策投資銀行北海道支店が行った『北海道地

域設備投資計画調査』（原則、資本金１億円以

上の民間企業が対象）において、２０１８年度の

道内設備投資計画は全産業で前年比１１．８％増

となっている（製造業・同▲１．４％、非製造

業・同＋１６．０％）（図表１５）。また、中小企業

の人手不足は深刻化しており、人手不足に対

図表１２ 図表１３住宅着工戸数の推移（北海道） 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省、２０１８年度以降は当行推計） （資料：国土交通省）

２０１８年度北海道経済の見通し

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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応した省力化投資や、前述の空港関連施設、

道内中核都市での複数の再開発事業の着工・

進行、エネルギー部門での大型投資などが全

体の押し上げに寄与し設備投資は前年を上回

ろう。

この結果、設備投資は、実質成長率３．６％、

名目成長率４．１％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、台風被

害の復旧工事がピークアウトしており２０１８年

４～６月の累計金額は前年比０．６％減少して

いる。２０１８年度については、北海道開発事業

予算は微増となっており、また、公共交通関

連投資の増加が見込まれるものの、２０１７年度

の台風被害による復旧工事増の反動減が大き

く前年を下回ろう（図表１６、１７）。

この結果、公共投資は、実質経済成長率▲

３．５％、名目成長率▲２．７％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

２０１８年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出は、魚介類・同調製品、鉄

鋼、鉄鋼くずなどが増加し、前年を１０．６％上

回って推移している。

２０１８年度については、２０１４年に大きな被害

のあったホタテなどの水産物の水揚げ回復に

２０１７年度
実績

２０１８年度
計画 増減率

全産業 ４，２９４ ４，８０２ １１．８

（除く電力） （２，８５９） （３，０７０） （７．４）

製造業 １，０３１ １，０１７ ▲１．４

非製造業 ３，２６３ ３，７８６ １６．０

（除く電力） （１，８２７） （２，０５４） （１２．４）

地区 主要用途 事業規模

新千歳空港ターミナルビル 空港施設、ホテル ５１８億円

道北地方 風力発電、送電網 ５００億円

苫小牧 物流拠点施設 ６４億円

勇払 バイオ発電 ２００億円

道東 乳製品工場 ２００億円

室蘭 コークス炉改修 １３０億円

釧路３，４地区再開発 店舗・共同住宅など ４３億円

函館駅前若松地区 店舗・共同住宅など ５５億円

札幌創世１・１・１再開発 店舗・共同住宅など ７９６億円

図表１４ 図表１６道内での設備投資、再開発 公共工事請負金額（北海道）

（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成） （資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０１８年度は当行推計）

図表１５ 図表１７２９年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

整備新幹線事業費

（資料：国土交通省資料などを基に当行作成）

２０１８年度北海道経済の見通し

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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より「魚介類・同調製品」の輸出は前年を上

回ろう。また、世界的な景気回復の流れに伴

い「自動車部品」の移輸出が増加基調で推移

しよう。国内向けの財の移出も、外需・内需

の堅調な推移により前年を上回ろう。

観光関連では、新規航空路線の開設、室蘭

フェリー航路の復活、ホテルなどの受入施設

の整備進展のほか、政策面での後押しを受

け、外国人観光客は今後も増加し道内消費を

押し上げよう。また外国人観光客の増加が

「北海道ブランド」の浸透に寄与し、農畜産

品の輸出も増加しよう（図表１８、１９、２０、

２１）。

（Ｂ）移輸入

２０１８年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸入は、石油製品、原油・粗

油、石炭などが増加し、前年を１１．３％上回っ

ている（図表２１）。

２０１８年度については、移輸入に大きなウェ

イトを占める「原油・粗油」「石油製品」は、

原油価格上昇を通じ輸入金額を押し上げよ

う。

一方、移入は、道内需要の堅調な推移によ

り、前年を上回ろう。

（２０１８年８月２０日公表）

図表１８ 図表２０
訪日外国人１人当たり旅行支出推移（全国） 利用交通機関別の来道客数

（資料：国土交通省 観光庁） （資料：�北海道観光振興機構）

図表１９ 図表２１訪日外国人来道者数（実人数） 貿易動向

（資料：北海道経済部、２０１７年度以降は当行推計）
※平成２２年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の
数値とは接続しない （資料：函館税関）

２０１８年度北海道経済の見通し

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０１６年度

（実績見込み）

２０１７年度

（実績見込み）

２０１８年度

（見通し）
２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度

民間最終消費支出
１１９，８１３

（０．１）

１２１，７１１

（１．６）

１２３，８２３

（１．７）
０．５ ０．９ ０．７

政府最終消費支出
４６，７６６

（０．０）

４７，２４４

（１．０）

４７，７０８

（１．０）
０．３ ０．４ ０．７

総固定資本形成
３８，７０７

（６．２）

３９，６８６

（２．５）

３９，９２７

（０．６）
６．８ １．２ △０．１

住宅投資

設備投資

公共投資

５，６０１

（６．１）

１７，６０７

（７．９）

１５，５００

（４．４）

５，７１５

（２．０）

１７，５７７

（△０．２）

１６，３９４

（５．８）

５，６６９

（△０．８）

１８，３０７

（４．１）

１５，９５２

（△２．７）

６．４

８．６

４．７

０．２

△１．０

４．１

△２．１

３．６

△３．５

財貨・サービス移輸出入

（純）、統計上の不突合

△１４，１４４

（５．３）

△１５，７６９

（△１１．５）

△１５，７４９

（０．１）
△３．８ △０．４ △０．８

道内総生産

（支出側）

１９１，１４３

（０．８）

１９２，８７２

（０．９）

１９５，７０９

（１．５）
１．０ ０．９ ０．５

在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．３
０．１
１．３

０．６
０．１
０．２

０．４
０．２
△０．０

住宅投資
設備投資
公共投資

０．２
０．７
０．４

０．０
△０．１
０．３

△０．１
０．３
△０．３

財貨・サービス移輸出入
（純）、統計上の不突合

△０．３ △０．０ △０．１

道内総生産（支出側） １．０ ０．９ ０．５

在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０１８年度北海道経済の見通し

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

１．産学・地域協働推進機構について

わが国の大学はこれまで、将来を担う人材を社会に提供するとともに、学術研究を通じて人文

社会科学から自然科学におよぶ多様な「知」を創出し、人類共通の知的資産として蓄積すること

により、社会に大きく貢献してきました。

しかし、「知の時代」を迎え、経済活性化の鍵は経済社会の変革をもたらす新たなイノベー

ションシステムの構築にあると言われる中、「知」の源泉である大学が教育研究を通じて長期的

視点から社会に貢献することはもとより、社会との日常的、組織的な連携を通じて自らの研究成

果を直接的に社会に還元し、活用を図っていくことへの期待が、これまでにも増して高まってき

ています。

北海道大学（以下、本学）は、教育研究という従来からの基本的使命に加え、社会へのより直

接的な貢献を「第三の使命」として位置づけ、これに正面から取り組んでいくこととしていま

す。

こうした方針に基づき、平成１５年１０月に設置されました知的財産本部を発展的に解消し、産学

連携機能との融合を組織的に行う知財・産学連携本部が平成１９年１０月に新たに設置されました。

さらに平成２１年４月に改組し、産学連携本部として活動を行ってきました。そして、平成２７年４

月より、“実学”へのステージアップを推進するために「産学・地域協働推進機構」を発足しま

した。

産学・地域協働推進機構は、本学の研究成果の社会実装に向けた産学協働及び地域の課題解決

に向けた地域協働を推進するとともに、これらの産学・地域協働の推進に資する人材を育成し、

もって我が国の産業等の発展及びイノベーションの創出に資することを目的とします。

経営のアドバイス

そのアイデアの実現を北大と！
―北海道大学が目指す新たな地域企業との協働―

北海道大学 産学・地域協働推進機構
産学推進本部 人材育成部門長

特任教授 末富 弘

ｏ．２６７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のアドバイス  2018.09.11 18.28.11  Page 15 



経営のアドバイス

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

※ 本学と産業界の連携体制です。地域中小企業の新分野進出をお手伝いするため、地域中小企

業の産学官連携に取り組むHoPE（北海道中小企業家同友会の産学官連携研究会）との連携を

強化しています。地域中小企業の企業ニーズは多様多岐で、北海道大学だけでは対応できない

場合が多くあります。このため、道内他大学やノーステック財団をはじめとした支援機関と連

携し、広範な分野・ステージでの連携を可能にしています

ｏ．２６７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のアドバイス  2018.09.11 18.28.11  Page 16 



経営のアドバイス

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

※ 本学の全景です。上部の赤線で区切られたエリアが、産学・地域協働推進機構がある、北大

北キャンパスエリアです。産学官連携の施設が集積し、年々、活動が活発化しています。

※ 北大北キャンパスエリアでは、北大リサーチ＆ビジネスパークとして産学官の組織が同居

し、研究→開発→製品化→事業化までの一連のシステムが構築されています。赤い矢印はフー

ド＆メディカルイノベーション国際拠点で、産業創出講座等の組織型協働が行われています。

２．そのアイデアの実現を北大と！

� 利用シーンに応じた多様な契約形態！

本学では２，０００人強の研究者が日夜、最先端の研究を行っています。

研究成果の実用化を目指して、民間企業との共同研究も積極的に推し進めています。

本学と一緒に研究を進めませんか。

利用シーンに応じて、最適な契約形態をご用意しています。

２０１８年５月に開設した「学術コンサルティング」は、地域中小企業等が気軽に活用できる制度

です。本学との連携のきっかけとして、是非、ご活用ください。
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経営のアドバイス

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

本学内にラボを作って、一緒

に事業化を目指しませんか？

産学コーディネータが支援を

行い、組織対組織型の共同研

究を行うことができます。

また、本学の最新設備を利用

することも出来るなど、北大

資産をフル活用できます！

産業創出

講座

本学の研究シーズや研究者

の知見を活用しませんか？

本学と共同で研究を行うこ

とや本学に研究を委託する

こともできます！

共同研究

受託研究

学術的なコンサルティングを

受けてみませんか？

本学研究者に学術相談や指導

を受けることができます。ま

た、共同研究をする前に情報

交換がしたい、共同研究後の

アフターフォローをお願いし

たい等、柔軟な利用が可能で

す！

学術

コンサル

ティング

２０１８年５月

制度開設！

シーズ発掘・検討 研究促進 事業化検討 アフターフォロー

学術コンサルティング 共同研究・受託研究 産業創出講座 学術コンサルティング

項
目 制度概要

研究費
（直接経費）

間接経費
企業研究者
研究場所

設置期間 知的財産権 最終目標

産
業
創
出
講
座

本学と企業等が共通の目標に向
かい、イコールパートナーシッ
プの下、双方からの研究者が参
画し、本学内の施設にて継続的
な共同研究を実施する制度。

平均
２，５００万円
／年

１０％
（産学連携
推進経費）

本学内に企
業ラボ設置
研究者に学
内身分付与

２年～５年
（更新可）

産業創出型
IP-Policy
（契約に基
づく）

・製品化
・事業化

共
同
研
究

本学の教員と企業等の研究者
が、対等の立場で共通の課題に
ついて共同で研究を行う制度。

平均
２５０万円
／年

１０％
（産学連携
推進経費）

企業内
研究室

任意 一例
企業５０：本
学５０（発明
の貢献度に
よる）

・優れた研究
成果の創出

・実証研究
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経営のアドバイス

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

学
術
コ
ン
サ
ル

企業等からの委託を受けて、本
学の教職員が、その教育、研究
及び技術上の専門的知識に基づ
いて指導又は助言を行う制度。

両者協議
で決定

１０％
（産学連携
推進経費）

― 時間・月・
回数等

― ・課題解決
・共同研究へ
の橋渡し

受
託
研
究

企業等からの委託を受けて、本
学の教員が、契約に基づき研究
を行い、その成果を委託者に報
告する制度。

平均
１，０００万円
／年

３０％ ― 任意 企業０：
本学１００

・プロジェク
ト目的によ
る

① 学術コンサルティングを依頼したい研究者等が見つかりましたら、まずは受け入れが可

能か否かについて当該研究者等とご相談ください。当該研究者等の連絡先がわからない

等の場合はお気軽に産学・地域協働推進機構までご連絡ください。（ワンストップ窓口

（問合せフォーム））仲介等のサポートを行います。

� 学術コンサルティング制度の新設！

２０１８年５月、学術コンサルティング制度を新設しました。本制度は企業等からの委託を受け

て、本学の研究者等が教育、研究及び技術上の専門的知識に基づき、本務として指導または助言

を行い、委託者の業務又は活動を支援するものです。

共同研究や受託研究の枠組みでは実施が困難であった「学術的な技術指導や助言」を行える仕

組みを取り入れることによって、これまで以上に産業界の幅広いニーズに応えることが可能とな

ります。特に、地域中小企業等にとっては、本学との連携のきっかけになる制度です。

【学術コンサルティングの料金は】

学術コンサルティング料 ＝ 指導料 ＋ 必要経費 ＋ 産学連携推進経費

指導料

本学研究者と協議して指導料を決めてください。

（１時間につき２万円程度を１つの目安としますが、その上限額に定めはありません。提

供する知見が価値の高い内容の場合は、高めの指導料になります。）

必要経費

学術コンサルティングを行う上で必要な備品費・消耗品費・旅費等の経費です。

産学連携推進経費

本学の産学官連携の推進を図るための経費です。

本学研究者と相談のうえ、「指導料＋必要経費」の１０％に相当する額以上となるように額

を決めてください。

【学術コンサルティング開始までの手続き】
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経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

② 学術コンサルティングを行う研究者等が決まりましたら、学術コンサルティング申込書

のご提出をお願いします。提出先は当該研究者等が所属する部局（学部）の担当事務部

門です。

複数の部局の研究者等が関与する場合は、代表となる研究者等の所属部局にご提出くだ

さい。提出先がわからない場合は産学・地域協働推進機構にお問い合わせください。（ワ

ンストップ窓口（問合せフォーム））申請は随時受け付けています。

③ 学術コンサルティングの受け入れを審査します。審査は申込書を受理した部局で行いま

す。審査に要する時間は部局によって異なります。申請時に部局事務担当者にお問い合

わせください。

④ 学術コンサルティングの受け入れが可能となった場合は、学術コンサルティング契約を

締結します。契約書のひな形は本学で用意しています。契約書の内容修正をご希望の場

合は担当事務部門にお問い合わせください。

⑤ 契約締結後、学術コンサルティングをスタートできます。また、送付される請求書に従

い学術コンサルティング料をお支払いください。

２０１８年４月

サイトオープン！

スマホもOK！

� どんな研究シーズがあるのだろう？

本学の研究シーズ技術をより多くの方に、より快適に見ていただくため、「北海道大学研究

シーズ集webサイト」を２０１８年４月にオープンいたしました。

当サイトでは、見やすさ、探しやすさを重視して設計をいたしました。

全文検索や、分野、キーワードなどから北海道大学のシーズ技術をお探しいただけます。

注目の技術や、話題の技術、世界的に優位性のある技術についてご紹介をする、「注目シー

ズ」、ライセンス可能な特許を確認いただける「開放特許情報」など、ここでしか見られないよ

うな独自のコンテンツも充実させていきたいと思っております。

ぜひ、共同研究や課題解決探しなどにご活用下さい！
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

私たちが親身になってサポートします！！

・目的の研究シーズが見つからない

・研究者との橋渡しをして欲しい

・大学との共同研究が初めてなのですが…

・契約形態が良く分からない…

北海道大学 産学・地域協働推進機構

TEL：０１１－７０６－９５６１

E-MAIL：jigyo@mcip.hokudai.ac.jp

https : //seeds.mcip.hokudai.ac.jp/
・ 研究シーズ集vol．５ ２０１８ eBOOKバージョンです。

（発行２０１８年３月）

前号に追加、更新を加えて発行しております。

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/ebook/seeds5/

� 教育研究の充実・発展のために、皆様からのご寄附をお待ち申し上げております

寄附講座

教育研究の推奨を目的とする企業等からの寄附金を有効に活用して、本学の自主性及び

主体性のもとに講座等を設置・運営する制度です。

この講座等には寄附者の趣旨を反映した名称を付けることができます。

寄附金

企業や個人篤志家から教育研究の奨励を目的とする寄附金を受け入れて、学術研究や教

育の充実発展に活用する制度です。

学術研究を指定（研究者の指定等）することができます。

３．終わりに

国立大学が法人化して１４年経過しました。この間、大学を取り巻く環境は大きく変わり、より

具体的な社会貢献への中核的な関与が求められるようになってきました。

一方、地域中小企業等からは相変わらず、大学の敷居の高さを指摘されています。

勿論、大学も敷居を低くする努力を行い、産学連携活動に対する社会の理解も促進されました

が、連携方法は従来型の共同研究が主体であり、人材や資金が乏しい地域中小企業等にとっては

とっつきにくいものでした。

本学ではこのような地域企業に対応するため、手軽な「学術コンサルティング制度」を開設し

ました。

本学との産学連携を検討されている地域中小企業等の皆様、まずは「学術コンサルティング制

度」を活用されては如何でしょうか。
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

経済コラム 北斗星

近くて遠い外国・サハリン
去る８月下旬にサハリンのユジノサハリンスクとコルサコフを視察する機会を得た。ロシ

アのオーロラ航空（プロペラ機）で新千歳空港から約１時間半のフライトであった。時間的

には東京へ行くのと変わらない近さであり、今回初めてのサハリン訪問である私にとって、

その距離的近さを改めて認識させられた次第である。

戦前はサハリンの南半分は日本の統治下にあり、戦後においてもロシア漁船による稚内・

根室等への水揚げ、稚内・コルサコフ（大泊）間のフェリー運航、また近年では石油ガス開

発によるサハリンからのLNGの輸入などもあって、本来であれば北海道民として距離的に

最も近い外国であるサハリンを、もっと身近に感じていても良いはずである。しかし、距離

的な近さの割に、私共は意外とサハリン（あるいはロシア極東地域を含めて）のことを知ら

ないで過ごしているように思えて仕方がない。

サハリン州は、人口４９万人強（ピークは１９９２年の７４万人、うち州都ユジノサハリンスク市

の人口２０万人強）を擁し、主要産業は資源エネルギー関連、漁業・水産加工、林業などが中

心である。製造業のウェイトが小さく、この点北海道と似ているが、エネルギー産業のウェ

イトが圧倒的に高く、このため、域際収支は黒字を計上、平均賃金は６．８万ルーブルとロシ

ア全国平均３．７万ルーブルを大きく上回る。高等教育面では、国立大学があるが、医学部、

農学部はない。なお、州都ユジノサハリンスクに領事館を置いているのは日本のみである。

また、日本総領事館の話では、ユジノサハリンスク市民の対日感情は比較的良好とのことで

ある。とくに本年２０１８年は、「ロシアにおける日本年」ということで、ロシア全土で日本文

化に関する様々な催しが開催されており、ユジノサハリンスク市でも、歌手の加藤登紀子氏

の公演が行われたそうである。

ロシア政府は、近年、ロシア極東地域の開発に力を注いでおり、２０１５年には「優先的社会

経済発展区域」という特区制度を発足させた。サハリン州では現在、「観光」と「農業」分

野で２０１６年に２つのプロジェクトが指定されている。観光分野では、ユジノサハリンクス市

近郊のスキー場をメインとした複合観光施設（「山の空気」）を建設中であり、食糧分野で

は、温室栽培、畜産、養鶏などの施設（「ユージナヤ」）への投資が行われている。

少し丹念に情報収集し、また現地視察の機会を得れば、サハリンの現況を理解することは

左程困難なことではない。しかし、それでもなお、サハリンを遠く感ずるのは何故であろう

か。一つには、やはり北方４島を巡る領土問題の存在、およびロシアの外交・軍事における

厳しい姿勢にあるように思われる。２０１６年１２月、安倍首相とプーチン大統領との山口会談で

いわゆる「共同経済活動」の推進が合意されたが、周知のとおり双方の主権を侵さない仕組

みの在り方・対象事業の選定等について、協議の進展は捗々しくない。そればかりかこの

間、ロシアは北方４島にも経済特区を設けるほか、北方４島における軍備の増強を図ってい

る。相互理解に向けての心の距離の遠さは中々克服できそうにもない。

（平成３０年９月３日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 r ９５．１ ０．２ r ９８．５ １．０ r ９４．２ △１．５ r ９７．２ ０．８ r ９７．８ ２．９ r１０１．９ △４．０
２０１７年度 r ９７．２ ２．２ r１０２．５ ４．１ r ９７．４ ３．４ r１００．４ ３．３ r１１０．９ １３．４ r１０５．９ ３．９

２０１７年４～６月 r ９７．７ １．２ r１０１．８ １．８ r ９８．０ ３．０ r ９９．９ １．５ r ９９．８ ０．２ r１０８．９ △０．３
７～９月 r ９６．６ △１．１ r１０２．３ ０．５ r ９６．９ △１．１ r１００．５ ０．６ r ９７．８ △２．０ r１０７．４ △１．４
１０～１２月 r ９８．３ １．８ r１０３．９ １．６ r ９８．３ １．４ r１０１．３ ０．８ r ９８．０ ０．２ r１０９．８ ２．２

２０１８年１～３月 r ９６．２ ２．１ １０２．５ △１．３ r ９６．６ △１．７ １００．２ △１．２ r１０１．２ ３．３ １１３．５ ３．４
４～６月 p９８．１ ２．０ １０３．８ １．３ p９７．０ ０．４ r１０２．１ １．９ p１０３．２ ２．０ １１１．４ △１．９

２０１７年 ７月 r ９６．４ △０．７ r１０１．６ △０．３ r ９６．６ △１．３ r１００．１ △０．４ r ９８．７ △１．１ r１０８．２ △０．６
８月 r ９８．１ １．８ r１０２．９ １．３ r ９７．２ ０．６ r１０１．６ １．５ r ９８．５ △０．２ r１０７．６ △０．６
９月 r ９５．２ △３．０ r１０２．３ △０．６ r ９６．８ △０．４ r ９９．８ △１．８ r ９７．８ △０．７ r１０７．４ △０．２
１０月 r ９８．０ ２．９ r１０２．８ ０．５ r ９８．７ ２．０ r ９９．４ △０．４ r ９７．６ △０．２ r１１０．５ ２．９
１１月 r ９７．９ △０．１ r１０３．５ ０．７ r ９７．３ △１．４ r１０１．３ １．９ r ９８．２ ０．６ r１０９．８ △０．６
１２月 r ９９．１ １．２ r１０５．４ １．８ r ９８．９ １．６ r１０３．３ ２．０ r ９８．０ △０．２ r１０９．８ ０．０

２０１８年 １月 r ９５．２ △３．９ r１００．７ △４．５ r ９５．８ △３．１ r ９８．７ △４．５ r１１０．４ １２．７ r１０９．３ △０．５
２月 r ９５．２ ０．０ r１０２．７ ２．０ r ９５．８ ０．０ r１００．３ １．６ r１１２．７ ２．１ r１０９．９ ０．５
３月 r ９８．２ ３．２ r１０４．１ １．４ r ９８．２ ２．５ r１０１．５ １．２ r１１２．９ ０．２ r１１３．５ ３．３
４月 r ９８．４ ０．２ １０４．６ ０．５ r ９９．１ ０．９ １０３．１ １．６ r１００．４ △０．８ １１２．８ △０．６
５月 r ９９．６ １．２ １０４．４ △０．２ r ９８．５ △０．６ １０１．５ △１．６ r１０３．２ ２．８ １１３．５ ０．６
６月 r ９６．６ △３．０ １０２．５ △１．８ r ９３．６ △５．０ １０１．８ ０．３ r１０３．７ ０．５ １１１．４ △１．９
７月 p９６．０ △０．６ １０２．３ △０．２ p９５．７ ２．２ ９９．８ △２．０ p１０１．９ △１．７ １１１．２ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５６ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，８９８ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 r ２６１，５１６ １．５ r ５３，５２２ ０．７ r ５７，２１８ ３．８ r １８，６８１ ０．１ r ２０４，２９８ ０．９ r ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ ３１，６７４ １．２
４～６月 ２３１，１９６ ０．７ ４７，２５８ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２１７ ０．４ ３１，９７８ ０．３

２０１７年 ７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

ｏ．２６７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.09.18 18.01.11  Page 23 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１６１ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ r １５，５３０ ６．６ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ r ６３，９５１ ４．１ r １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０９４ ２．９ ６４，９９６ ５．２ １６，０６３ ５．９ ３６，９５０ ０．６ ８，６１９ △１．９

２０１７年 ７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ r ５，３８３ ６．３ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ r ５，１９９ ５．８ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４
６月 １０，７９９ ６．４ ３，５０４ ７．６ ２２，３７６ ５．２ ５，４００ ６．２ １１，４２３ １．２ ２，６８９ △０．４
７月 １２，８９５△９．１ ４，５２５△１．５ ２２，３７６ ０．７ ５，７０５ ６．０ １１，６３３ △３．３ ２，９３５ ０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８

２０１７年 ７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３１２ ０．７ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ p １９８ １１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号

ｏ．２６７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.09.18 18.01.11  Page 24 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４

２０１７年 ７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．２
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．４
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ － ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５

２０１７年 ７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年１０月号
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●道内経済の動き

●２０１８年度北海道経済の見通し＜改訂＞

●そのアイデアの実現を北大と！
―北海道大学が目指す新たな地域企業との協働―

●経済コラム 北斗星
近くて遠い外国・サハリン
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